
６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

（注）　職員数は一般職に属する職員数である。
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・課の統合に伴う減員
・支所における事務分担の見直し

・課付けの休職者に対する補充
・滞納整理機構及び他市課税課への職員派遣

・保育士の退職不補充　・年金に係る事務分担の見直し
・・臨床発達心理士の新規配置

・新規事業実施による人員増
・文化政策部門を教育委員会から移管

・看護師・助産師退職不補充
・医療補助員の退職不補充



(2) 年齢別職員構成の状況（平成31年４月１日現在）
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(3) 職員数の推移

（単位：人・％）

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数
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